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コロナ禍によって航空輸送は大きな打撃を受け，未だその復旧段階にある．一方アフターコロナでは，

ICAO が示すようにカーボンニュートラルの一層の推進を航空輸送は求められる．このように，航空輸送

はコロナ前とは大きく異なったパラダイムのもとで運営される可能性が高くなった．わが国においても航

空会社をはじめとしてカーボンニュートラルや公衆衛生，防災をより意識した行動を要求され，またそれ

を後押しする政策，あるいはそれを支える施設が求められる．本稿では以上のような問題意識のもと，ア

フターコロナにおけるパラダイムシフトを念頭に置いた航空輸送のあり方について，近年の研究の傾向な

らびに関連する政策に関するレビューを行う． 
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1. 社会のあり方と航空輸送 
 

20 世紀の交通・輸送において，最大の発明の一つは

航空輸送が可能になったことであることは論を俟たない．

「より早く」「より遠く」という人類の欲求の，ある意

味究極の姿が航空輸送の実現という形で具現化されたと

いえる．第 1次大戦後，早くも商用飛行が開始され，初

期の冒険旅行の色彩が強かった航空輸送から，次第に日

常的な利用へと進化してきた．この進化（あるいは大衆

化）は，20 世紀型産業が持つパラダイム，すなわち

「規模の経済性」に基づく合理的な（サービスの）生産

と供給 1)に由来するということができる．航空機はプロ

ップ機からジェット機へ，またワイド機の開発や，航続

距離の延長などその技術的進化の速度は驚異的である． 
このような技術的進歩に伴い，航空輸送の大衆化は一

層進展し，第 2次大戦後長らく制限的な輸送の根拠とな

ってきた1「シカゴ条約」による航空輸送の指針が 1970
年代に大きく変化した．米国国内輸送市場における制限

撤廃，いわゆる「デレグ（Deregulation Act）」である 2)．

これにより，路線設定，価格設定などの制限が大幅に緩

和・撤廃され，国際線における Open Skies Policy など今

に至る輸送の自由化のひな形になったことは周知の事実

である．観光需要や貿易の拡大など，社会の要求を反映

 
1 一方で，立ち上げ後間もない脆弱な航空輸送産業を保

護した，という側面もある． 

（あるいは先読み）して，航空輸送は現実社会の「あり

方」に寄り添い続けた． 
しかし，21 世紀に入り，様相に変化が見られるよう

になった．発端は 9.11（米国同時多発テロ），3.11（東

日本大震災）などの大惨事，あるいは恒常化する巨大自

然災害とも考えられる．いずれにしても，20 世紀では

ともすればそれほど注目されなかった2安全性（security:
防災を含む），環境問題（environmental issues），機会均

等性（accesibility ともいうことができる），外交問題

（international affairs）といった航空輸送が潜在的にもつ問

題に対峙しなければならなくなったといえる．これらは

国連が掲げる SDGs と密接に関連するため，好むと好ま

ざるに関わらず航空輸送関係者全てが取り組むべき問題

となっているといえる．上述のことがらは，すなわちわ

れわれが前提とすべき「新たなパラダイム」の一端を示

すものということができる． 
こういった問題は最近出てきたことのように思われる

向きもあるが，いくつか先験的な視点で指摘されてきた

こともある．また，近年こういった課題について積極的

に取り組もうとする向きも見ることができる．本稿では

限られたスペースではあるが，最近の調査・研究動向も

含めて，「新たなパラダイム」にいかに取り組むべきか，

 
2 あるいは対立項として存在していた（経済成長対環境

保護，など）ために，明示的に取り上げなかったともい

えよう． 
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というアカデミアならびに実務の取り組みについて触れ

ていきたいと思う． 
 

2. 航空と安全性 
 
航空輸送と安全性はその機材特性から重要視されてき

た．しかし，それは「輸送の安全性」に関わる基本的事

項であり，時代の変遷とともに発生する問題，あるいは

技術の進歩に伴う改善の必要性を問うものが増えてくる

のは必然とも思われる． 
 

(1) 公衆衛生と航空 

航空輸送における安全性に関しては，9.11 が非常に大

きなインパクトを与えたと考えられる．これは，従来か

ら行われてきた旅客・搭載貨物に対する「信頼性」を脅

かすものであった．9.11 以降，国内線・国際線を問わず，

セキュリティチェックが厳しさを増した 3)ことは誰しも

経験されたことであろう．この「セキュリティの強化」
3は一方で航空利用の煩雑さを劇的に増したものといえ，

旅客の航空利用にはことさら影響を与えたものと考えら

れる．こういった課題に対してごく初期の研究としては

Gkritza et al. (2006)4)の待ち時間に対する旅客の評価に関す

る研究やOlapiriyakul and Das (2007)5)の 2段階スクリーニン

グ法に関する研究が挙げられる． 
しかし，COVID-19 により情勢は大きく変化した．パ

ンデミック勃発後，歴史的大打撃を受けた航空輸送に関

して International Civic Aviation Organization (ICAO)は 2020年
5 月には早くも CART と略される COVID-19 を踏まえた

航空輸送における手続き，要求される施設の能力などを

示した．具体的には COVID-19 の存在を前提に，空港，

航空機内，グランドハンドリングなどを対象に，望まし

いシート配置のあり方や換気，空港での動線確保など事

細かに示されている．これは COVID-19 によるものであ

るが，検疫を含む航空における公衆衛生の確保とそのた

めの空港内スクリーニングの問題は COVID-19 が収束し

ても終わることはない．今後経済活動が回復し，さらに

活動範囲を広げていくことで必然的に 新たな脅威にさ

らされる可能性は否定できないからである．そのために

も，「公衆衛生」と「国際航空輸送」のあり方は今後一

層活発に検討されるべき問題ではあるものの，2021 年 9
月現在，新たな視点からの検討は筆者の知る限りほとん

ど出てきてはいないように思われる4． 

 
3 米国ではTransportation Security Administration (TSA)による

Aviation and Transportation Security Act (2001)3)の適用がなされ

た． 
4 なお，COVID-19と航空輸送，特に需要回復や当座の運

用方針などに関する包括的レビューは Sun et al. (2021)6)で

 
(2) 災害と航空 

航空輸送に関する災害では，頻発するものは台風災害

と雪害である．これらは毎年のように発生する．特に近

年は地球温暖化との関連が指摘されている巨大台風・ハ

リケーン，あるいは冬期の「爆弾低気圧」による災害は

深刻さを増しているといえる．わが国でも 2018 年の台

風 21 号による関西空港水没や 2019 年の台風 15 号での

成田空港の孤立化が記憶に新しい．これらの災害に対し

ては，災害レポートという形で調査内容が発表されてい

る（竹林他, 2020）7)．一方，航空に関する研究において

こういった災害に関わる研究の多くは Weather rerouting
と呼ばれる気象条件を考慮した Air Traffic Control の一分

野として成立してきた（Yoon et al., 2011）8)．特に

rerouting に関する研究は盛んで，どのような航路を執る

ことが有効か，あるいはどのような航路を執ることが予

想されるか，といった rerouting の予測あるいは過去の行

動からのカテゴライズに関する手法論に関する研究

（Olive et al., 20189); Liu and Hansen, 201810); Olive and Basora, 
202011); Olive et al., 202012)）が近年では盛んである．特に米

国ではハリケーンや雷雨などによる空港閉鎖，航路変更

が毎年のように発生するため，こういったWeather rerout-
ingとの関連での研究が進んでいる． 
一方，わが国では 3.11 での仙台空港の被害を契機と

して，空港における防災が本格的に議論され始めた．例

えば荒谷ら（2013）13)は 3.11 での東北の空港の利用実態

に関する調査報告を行っている．ここでは詳細な実態調

査であるが，将来的な課題についても示唆を得ることが

できよう．Wang  et al. (2019)14)は 3.11における岩手県を対

象として，災害時に緊急的な空港容量拡張法について議

論している．また，実務的には 2018年の台風 21号など

の被害も考慮し，従来の空港における BCP を抜本的に

見直すために，  2019 年に新たなガイドライン

（A2BCP）を提示するに至った．このように 3.11を契機

として空港における BCP を見直すための手法論，また

ガイドラインの策定といった動きがわが国にも見られる

が，その動きは限定的なものにとどまっている． 
「空港の BCP」と銘打っていることは，すなわち

「点」での制御ということに精力を注ぐ，という意味に

なる．これは Weather rerouting の問題も含めて，多くの

研究が「点」での制御に注目している．しかし，災害に

よってはより「面」的な被害をもたらしうるものもある．

3.11 もそうであったが，空港に関して言えば大規模な被

害は沿岸部に位置した仙台空港 1箇所に限られる．さら

に広範囲に影響が及ぶものに関しても今後は検討する必

要があると考えられる． 

 
行われている． 
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一つの例として，火山災害を挙げておく．火山災害の

航空輸送への影響は 1982 年のインドネシア Galunggung
山噴火によるボーイング 747機のエンジンストールに端

を発し，1989 年のアラスカ Redoubt 山噴火ボーイング

747 機のエンジンストールなど，いくつかの重大インシ

デントが報告されている．その最も大規模なものが

2010年のアイスランド Eyjafjallajökull山の噴火である．こ

のときは欧州全土に被害が広がり，17 億ドルもの被害

を航空輸送産業にもたらした（ICAO, 2013）15)．このと

きの反省から ICAO が中心となって安全基準の見直しが

行われ（ICAO, 2012）16)，アジア太平洋地域でもその改

変が進んでいる（ICAO, 2019）17)．研究に関しては 2010
年の Eyjafjallajökull 山の噴火の影響は Schmitt and Kuenz 
(2015) 18)が航空関連産業への影響を計量している．さら

に，Reichardt et al. (201819), 201920))では航空のプロフェッシ

ョナルに対してシナリオベースの行動分析を行うなど，

実践面での利用を念頭に研究を行っている．わが国でも

Arreras and Arimura (2021) 21)，Takebayashi et al. (2021) 22)などが

国内の火山噴火の影響，特に広域的な空域封鎖の影響に

ついて検討しているが，広域的な影響についての研究は

まだ端緒についたばかりと言うことができる．火山に限

らず，巨大台風，大規模山火事，大規模風雪害などこれ

から起こりうる，また既に発生している広範囲に影響を

もたらす災害に対する航空のあり方の研究は今後その重

要性を増すことになると考えられる． 
なお空港などの施設単位でのセキュリティに関しては

Lordan et al.(2014) 24)，Janic（2015）25)，Voltes-Dorta et al. 
(2017) 25)で計測方法などについて言及している5． 

 
3. 環境と航空 

環境と航空は，航空を「経済活動の一形態」というよ

うに言い換えれば，昔から一種の「対立概念」として語

られてきたものの一つである．20 世紀的に考えれば，

経済活動を重視すれば環境が損なわれる，環境保全に努

めれば，経済活動に影響が出る．単純な二項対立の中で

の検討，というのが長らく続いてきたと考えられ，われ

われもその思考方法に慣れていたともいうことができる． 
この考え方に最後通告ともいえる決定的なインパクト

を与えたものが，世界規模での進展を望む地球温暖化対

策とそれを推進する一種のアイコンとして機能した

Greta Thunberg氏の「飛び恥（Flight Shame）」発言といっ

てもよいであろう．COVID-19 の騒ぎの中でも社会的関

心の高さは依然として維持されており，アフターコロナ

では航空が環境問題とどう折り合いをつけるか，が最も

大きな関心事となると各方面で指摘されている． 

 
5 なお，より一般的な航空におけるリスクの計量に関す

るレビューではNetjasov and Janic (2008) 26)等がある． 

その一つの大きな動きとして，ICAOが 2010年に排出

抑制目標 CNG2020 を提案するとともに，CORSIA と呼

ばれる二酸化炭素排出抑制関する方法論（スキーム）を

提案した（ICAO, 2016）27)．2021 年 9 月現在，この

CNG2020 に対応した動きを各社・団体は行っていく必

要に迫られている． 
 

(1) 環境問題としての航空 

この「環境」に着目した航空輸送研究はその歴史は意

外と古い．多くの場合，対象は騒音問題であった

（Brueckner and Girvin, 2008）28)．わが国では大阪空港の騒

音問題などが挙げられ，欧米においても例えばサンフラ

ンシスコ空港では 1980 年代初頭に騒音軽減策を採択し，

現在も継続しているという経緯もある．近年エンジンの

性能が飛躍的に向上し，またサイレンサーの機能の大幅

改善により，機体そのものの騒音は相当改善されてきて

はいるものの，やはりある程度の騒音の発出は現時点で

はやむを得ない．ゆえに騒音コンターの予測精度の向上

などにより，航路設定の影響などを予測する研究などが

行われている（平田ら，2011）29)． 
直近 5年間では本章の冒頭に示したように地球温暖化

対策=二酸化炭素（Greeen Hous Gas/GHG）軽減を目指し

た研究が多く見られるようになった 30) 31)．実際の計測に

関してはLarsson et al. (2018) 32)がスウェーデンを対象に国

際航空旅客輸送による GHG 排出量の計測を行っている．

こういった計測・予測については多方面で行われており，

例えば Wynes and Donner （2018）33)も調査対象が大学職

員レベルではあるもののビジネストラベルに由来するエ

ミッションの程度計測をインタビュー調査ベースで行っ

ている．最新のものでは例えばGrewe et al. (2021) 34)がコロ

ナ禍の影響も加味したエミッションの効果予測をシミュ

レーションによるシナリオ分析により行っている． 
このように実際の計測については盛んに行われる一方，

エミッションの方法論としてはカーボンオフセットを前

提とした市場メカニズムによる解決が参照されることが

多い（Anderson and Bernauer, 2016）30)．しかし前述の

CNG2020 への実現には政策的な課題も多いことが

Gössling et al. (2016) 31)によっても指摘されている．機材や

燃料の変更による GHG軽減の期待はされる6ものの，当

座はカーボンオフセットに頼るか，あるいは後述の他の

モードとの協調による軽減以外には難しいといえる．こ

 
6 NASAによる電動プロップ機の開発はある程度進んで

いるが，商用運航に必要な座席数を満足するには至って

いない．また，同様に燃料に関しても bio-fuelの大規模

供給は現実的にはまだ相当先である．Grewe et al. (2021)の
シナリオにおいてもA320 NEOなどの機材の効率性が大

幅に向上して実用化されるのはかなり先（2035年）と

されている． 
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の意味で経済的な方法論に頼る場合，如何に効果的にカ

ーボンオフセットを実現するか，が手法的には問われる

ことになる．しかし繰り返すが，これは根本的な解決に

はならない．問題を先送りするに留まることに注意が必

要である． 
 
(2) マルチモーダル輸送 

GHG 削減のためのもう一つの考え方として，交通そ

のものを合理化して，GHG 削減を目指す，というもの

である．代表的な考え方としては，モーダルシフト，あ

るいはマルチモーダル輸送の積極的推進が挙げられる． 
従来，モーダルシフトは輸送効率性の観点からなかな

か進まなかったが，GHG 削減の有効な施策として注目

されるようになってきた．特に，GHG の排出原単位の

小さな鉄道へのシフトを念頭に検討されることが多くな

ってきている．新幹線に代表される高速鉄道（high-speed 
rail/HSR）が日本や欧州だけではなく，中国や台湾で整

備され，またインドを含むアジアでも建設が進んでおり，

今後の旅客輸送の主要プレーヤーとなることが期待され

ていることもこの現象に大きく影響しているものと考え

られる． 
HSR と航空輸送は，基本的に競合関係であると考え

られてきた（Adler et al., 201035); Albarate et al., 201536); Fu et al., 
201237), 201438)）．ゆえにHSRの強化は航空輸送にとって

は市場を侵食されることになり，航空輸送にとっては好

ましいとはいえないものであった．しかし，欧州では既

に主要国際空港への HSR の乗り入れは各所で行われて

おり，また中国のHSR整備計画（8+8 network）でも空港

への HSR の直接乗り入れも含め，HSR との接続性の強

化はなされている（Wang et al., 201739); Shuli et al., 201940)）． 
こういった流れの中，航空と HSR との共存，強いて

は協調的関係から生み出される効果について検討する研

究がこの 10 年間で急速に進展している．Jiang and Zhang 
(2014) 41)，Takebayashi (2014) 42)はその最も初期の研究の一

つとして挙げられる．Jiang and Zhang は空港の容量制約

の問題の有効な解決策としての協調の効果を，また

Takebayashi は国内市場での HSR の優位が明確な場合，

協調関係は国際線旅客の厚生の向上をもたらすと指摘し

ている．このように協調による厚生改善に関しては

Givoni and Banister （2006） 43)，  Socorro and Viecens 
（2013）44)，Xia and Zhang (2016) 45)など多数報告され，ま

たその協調の方法も航空会社との協調（Xia and Zhang, 
201746); Liu et al. 201947)）や空港との協調（Takebayashi, 
201648)）などいくつものバリエーションに関して検討さ

れている． 
GHG 削減が本格化される中，上記のような協調を政

策的な面で進める研究も始められている．Jiang (2021) 49)

は航空と HSR の協調による課税効果（航空への課税を

HSR 運営の補給金とする）について検討し，効果の現

出には HSR 有無における航空への課税率の差違に依存

すると結論づけている．こういった租税措置を含めた政

策面での効果検討は GHG 削減が本格化し，長期的に持

続可能な方策が求められる中，ますます必要となると考

えられる． 
なお，紙面の都合上触れなかったが，旅客輸送だけで

はなく，貨物輸送でも航空と他のモードとの協調（融

合），特に海上輸送（sea and air）や鉄道（rail and air）に

関しては実務では積極的に進められている．特に中欧班

列の盛況により，鉄道と航空の融合は特にユーラシアで

進む可能性があるが，これらについては今後の研究成果

を待ちたい． 
 
 

4. 地域と航空 

航空輸送は空港同士をつなぐ，という「点」レベルの

整備となるため，輸送上は制約の少ないモードというこ

とができる．一方で，この「点」同士のつながりを維持

するのは主として私企業である航空会社であるため，そ

の維持が問題となることが多い．特に航空自由化が進ん

だ現在，市場原理に則り，採算性の悪い路線は整理され

る傾向にある．一方で，採算性のよい路線は大都市発着

であることが多く，大都市に立地する空港への集積はよ

り進み，一方では整備した空港の効率性が一層低下する，

という状態が常態化している． 
こういった問題は今に始まったものではないものの，

市場での規制緩和・自由化の進展に伴い，より深刻なも

のとなってきたといえる．  
 
(1) 地域の発展と航空輸送 

航空輸送は地域の社会経済的需要によって発生する派

生需要であり，地域の需要なしには成立し得ない．逆に

航空サービスの活性化が地域の社会経済状況を好転させ

る，ということも否定できない．このように，「卵と

鶏」の話が航空あるいは空港整備でもずっとついて回っ

てきた．これは需要追随型の空港整備，航空輸送政策で

は有効であったと思われるが，現在では少々事情が異な

ってきている．より「戦略性」を持ったものとなってい

ると筆者は考えている．需要は「あるもの」から「作る

もの・取ってくるもの」という思考形態に入ったと言え

ば言い過ぎであろうか？少なくとも，需要を喚起するよ

うに航空会社，空港あるいは政府もその戦略を練ってい

るというのが実情である．その最たるものは Low Cost 
Carriers（LCC）と空港の民営化といっても過言ではない． 

21 世紀に入り，最も活発に航空市場を開拓している

のが ASEANである．21世紀初頭には早くもアジアで初

のLCCであるAir Asiaが運航を開始している．これは急
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速に ASEAN の航空市場での自由化が進んでいた結果と

いえる． ASEAN では地域全体の発展のための経済統合

の一環としての航空市場の自由化（Tan, 201050)），とい

うように経済政策のスキームと認識できる．また，航空

輸送市場での最大の問題である「第 5の自由」の行使程

度（無制限行使かあるいは制限的行使か）の問題に直接

抵触しない「ジョイントベンチャースタイル」という戦

略をアジアの LCCが採用しているという特徴が Hanaoka 
et al. (2014) 51)で指摘されている． 
このように LCC の活況を背景とした航空輸送の活性

化はコロナ禍により大きく減退している．特に LCC は

運航頻度とロードファクターに大きく依存するため，経

営上極めて大きな打撃を受けている7．加えて，前出の

CNG2020 への対応やコロナ禍以降の公衆衛生への対応

など，従来の LCC のビジネスモデルとは相容れない条

件も今後は重要となると考えられ，ビジネスモデルの再

構築が必要になると考えられる．これは地域の交通サー

ビスにとっては大きな問題となり，地域の成長戦略の見

直しも必要となると予測される8． 
一方で，空港運営の民営化に関する議論もこの 10 年

間に盛んになった（例えばNoruzoliaee et al., 201552); Czerny 
et al., 201753)）．そういった中で例えばXu et al. (2019) 54)は

北海道の複数空港民営化を取り上げ，複数空港の民営化

による総余剰増加の可能性を示唆し，空港と地域のあり

方に一石を投じたといえる．一方で，民営化のリスクは

例えば 2章で述べた災害などの不測の事態への責任の所

在など，今後世界的な規模で災害などのリスク（コロナ

禍のような公衆衛生上の問題も含む）についても今まで

以上に検討される必要があろう． 
 
(2) No One Left Behind のための航空 

SDGsの主要な理念として” No One Left Behind （誰も置

き去りにはしない）”というものがある．これは格差是

正を謳ったものであるが，これは航空の世界でも例外で

はない．主要国での航空輸送を念頭に置いた研究では効

率性あるいは厚生の改善の観点からの議論が多数を占め

るが（例えばMcLay and Reynolds-Feighan, 200655); Basso and 
Zhang, 200856); Barbot, 200957); Czerny and Zhang, 201458); Lin and 
Zhang, 201759)），こういったアプローチは需要規模が小

さな市場（さらに付け加えれば，今まで視野に入ってこ

 
7 Cirium社Dashboard（オンラインデータベース）によれ

ばAir Asia Groupは 2020年の対前年比収入は 70%の減収

であり，ネットワークキャリアのCapathay Pacific
（55%），ANAグループ（62%）と比較しても有意に高

い減収である． 
8 例えばLCC需要に大きく依存した空港が立地する地域

においては，LCCのビジネスモデルの変更が地域の経

済に直接的に反映される可能性がある． 

なかった市場）に対してはあまり有効とはいえない．そ

もそも前提としている「競争」が働きにくい市場である

ためである．その端的な例を太平洋上の小規模島嶼国

（Pacific Small Islands Developing States/PSIDS）に見ること

ができる．PSIDS については ICAO が継続的な調査の必

要性を論じているものの（ICAO, 201960); Hooper 202061)），

まだまだ未知・未開拓の領域である．コロナ禍によりこ

れら小規模市場の置かれた状況はことさらに悪化したこ

とは言うまでもない（Hooper （前掲））． 
このような分野に関する研究は現時点では残念ながら

非常に少ない．その中でもいくつか注目に値する先駆的

研究はなされてきた．Özcan （2014）62)は遠隔地への生

活維持のための航空サービス(essential air service)の地域経

済への貢献に着目し，2 段階最小自乗法を用いた実証分

析を通じて言及している．同様の問題意識を持った中

出・竹林（2015）63)は奄美群島，伊豆七島などの島嶼地

域を対象に地域への航空サービスの水準と補助金投入と

の関連性について検討している9．空港レベルでの問題

に関しては，Adler et al. (2013) 64)は地域航空を支える小規

模空港の持続可能性について包絡面分析（DEA）を適用

し，分析を試みている．これらはいずれも厳しい状況に

置かれている小規模空港，遠隔地輸送の現実を直視し，

それに対する処方を見出そうとした先験的研究と位置づ

けられる． 
小規模市場へのサービスに関しては，わが国では中山

間地域の問題（田中, 2009）65)と類似の構造を持つともい

えるものの，交通条件などより深刻な場合が多いと認識

されている（国土交通省,，2009）66)．離島地域はことさ

ら航空輸送への依存度が高く，これは今後も変わらない．

SDGs への対応が本格化するコロナ禍以降において，離

島・島嶼地域の航空輸送サービスの維持存続に関わる研

究は今まで以上に必要とされるといえよう． 
 

5. おわりに 

本稿ではアフターコロナを見据えた今後の航空輸送研

究の方向性について概観した．本稿で見てきたように，

SDGs を端緒とした新たなパラダイムを下敷きとした航

空輸送のあるべき方向性は漠然とはしているものの示さ

れつつある．しかしながら，それはまだ正にスタートラ

インについたばかりかもしれない．サプライチェーンの

安定化のようにコロナ禍でその重要性が図らずもクロー

ズアップされたものも他にいくつもあると思われる．そ

ういった「偶発的に見つかった課題」から新たなパラダ

イムは進行していくと筆者は願っている． 

 
9 離島地域への交通サービスについては海上輸送に着目

したアプローチ（寺田，201467)；黒山ほか，201868)）も

行われているが実例は極めて少ない． 
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最後に本稿で述べたものはあくまでもごく限られたテ

ーマに関するものであり，本稿では触れていない新たな

課題，今までの視点とは全く異なる視点からの課題の発

掘は今後ますます続くと期待し，本稿を終えることとす

る． 
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PARADIGM SHIFT IN AIR TRANSPORT SECTOR AND AVIATION POLICIES: 

LITERATURE REVIEWS 
 

Mikio TAKEBAYASHI 
 

This paper aims to overview the direction of the air transport research after COVID-19 pandemic via 
research review. After the pandemic, the “new paradigm” of driving the world would rise. The movement 
of “Sustainable Development Goals” is the typical phenomenon of rising of the new paradigm. In this pa-
per, we pick up some representative research papers as well as policies reflecting this new trend and dis-
cuss the future direction of what the air transport industry should (or sometimes “must”) do. Finally, we 
discuss the direction for tackling  three important isses, i.e. environmental issues, security affairs, and ac-
cessibility. 
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